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○山井委員 五十分間、質問をさせていただきます。 

 障害者雇用そして障害者福祉、また年金等々、多岐にわたって質問をさせていただきたいと思います。 

 まず、私の配付資料の中の三ページを見ていただきたいんですけれども、身体障害者が千三百二人、知的障害

者が五十三・五人、精神障害者が千四百人ということで、結局、二ページ目に一覧表がありますけれども、この中

では、常勤と非常勤、各省庁の割合しか出ておりません。ただ、私が文書質問させていただいたところの三ページ

の回答によると、厚生労働省に関しては知的障害者が一・九％ということで、余りにもこれは少な過ぎると思う

んですね。 

 根本大臣、これは余りにも少な過ぎると思うので、少ないと思われませんかという現状認識と、これからどう

やってふやしていくのか、お答えください。 

    〔委員長退席、橋本委員長代理着席〕 

○根本国務大臣 障害者雇用の促進に当たっては、障害特性に応じた、働きがいのある環境づくりに取り組むこ

とが重要だと思っています。 

 本年三月の関係閣僚会議で取りまとめられた取組方針については、次のように明記をされております。「人事院

の統一選考試験に限ることなく、それぞれの障害特性も考慮した各府省等の個別選考や非常勤職員の採用を行う

中で、知的障害者・精神障害者・重度障害者についても積極的な採用に努める。」こういうことが明記されており

ます。このような方針を踏まえて、各府省において知的障害者などの雇用に取り組まれているものと承知をして

おります。 

 また、厚生労働省としても、知的障害者の積極的な採用について努めていただくよう、各府省に対して、内閣人

事局、人事院との連名で依頼をしております。 

 なお、今、知的障害者の雇用が一・九％ということでありますが、我々、知的障害者などの雇用も積極的な採用

に努めております。 

 さらに、厚生労働省としては、各省庁に対して、先月、三月二十五日に、知的障害者の採用と職場定着の進め方

に関する雇用促進セミナーを開催しております。また、今月、知的障害者の雇用に積極的に取り組む企業の職場

見学会の開催、あるいは知的障害者の雇用に関する好事例の提供等々を行っております。 

 しっかりと支援をしていきたいと思います。 

○山井委員 これは、厚生労働省は福祉の役所ですから、ほかの役所に対して率先垂範すべきなんですね。にも

かかわらず、一・九％というのは少な過ぎると思います。 

 今、根本大臣は、知的障害者、厚生労働省においても積極的に雇用しているとおっしゃったけれども、先ほども

質問しましたが、ということは、根本大臣の認識は、この一・九％で十分厚生労働省は知的障害者を雇っていると

いう認識なんですか。それとも、いや、さすがにこれは少な過ぎるなという認識なんですか。どっちですか。 

○根本国務大臣 要は、障害者の皆さんが、希望、そしてみずからの仕事がどういう仕事が適当か、要は、活躍の

場を拡大しながら、知的障害者の皆さんの雇用の促進に努めていきたいと思っております。 

○山井委員 とめてください、答えていないから。一・九％で十分なんですか、不十分なんですかという現状認識

を聞いているんだから。 

○橋本委員長代理 では、もう一回答弁してもらいます。根本厚生労働大臣。 

○根本国務大臣 少ないかどうかということはそれぞれの御判断があると思いますが……（山井委員「あなたの

判断を聞いているんです」と呼ぶ）私は、現状がありますから、知的障害者の皆さんにふさわしい仕事をいろいろ

切り出して、用意して、その結果として、知的障害者の皆さんの雇用の促進が進むように努力をしていきたいと

思います。（発言する者あり）だから、それはさまざまな判断があり得るかと思います。これを我々引き上げるべ

く努力をしていきたいと思います。 

○山井委員 引き上げるべく努力をするというのはいいですけれども、引き上げるべく努力をするということは、

やはり現状では少ない、少な過ぎるという現状認識でよろしいですか。 



 これは大事ですよ。全省庁あるいは全民間企業も見ていますよ。私の知り合いの方々でも、知的障害者の方や

その保護者の方はめちゃくちゃ多いですよ。障害者雇用というときに知的を忘れないでほしい、後回しにしない

でほしいということをみんなから言われています。 

 そういう意味では、その音頭をとる、リーダーシップをとるべき厚生労働大臣が、そして厚生労働省が、一・

九％で十分と考えているのか、少ないからもっとふやすと考えているのか、そこは非常に重要な答弁ですので、

明確にお答えください。 

○根本国務大臣 これで十分だと考えているわけではありません。 

 大事なのは、希望する方が、その方の特性に応じて活躍の場を拡大していって、そして知的障害者の雇用が進

むように最大限努力してまいります。 

○山井委員 十分ではないという答弁でありました。当然です。 

 それで、働きたいと思っている知的障害者またその保護者の方々は非常に多いんですね。ついては、リーダー

シップ、模範を示すという意味でも、一・九％、これは少な過ぎますから、やはり知的障害者雇用の数値目標をつ

くって、厚生労働省が、今一・九％を何％まで何年以内に引き上げる、やはりそういう数値目標をつくって引き上

げるべきと考えますが、いかがでしょうか。 

○根本国務大臣 障害者種別ごとに数値目標をつくる、これは私は、広く公平に雇用機会の確保を図る観点から

は適当ではないと考えますが、要は、希望する方、望む方が雇用、就業の機会を得られるように、活躍の場を拡大

する努力をしていきたいと思います。 

○山井委員 私は、大臣のお考えは間違っていると思いますよ。 

 今、例えば三割、三割、三割と平等に、知的、精神、身体の方が雇われているんだったら、障害者種別で分ける

のはよくないと言えるでしょう。差別されているじゃないですか、たった一・九％で。少な過ぎますよ、どう考え

たって。働きたい知的障害者やその御家族の方々、もっと多いです、はっきり言って。だから、余りにもおくれ過

ぎているから、数値目標をつくったらどうですか、いわゆるアファーマティブアクションですということを私は

申し上げているので、ぜひそれを考えていただきたいと思います。 

 また後ほどこの障害者雇用の話に戻りますが、ちょっと障害者福祉サービスの方にも広げさせていただきたい

と思います。 

 なぜならば、私、もうことし国会議員二十年目になりますけれども、その中でも一番つらい思いをしたのは、や

はり障害者サービスの自己負担がアップした、それで本当に大きな混乱が起こった。現在、与野党合意して、障害

者総合支援法になって、今、低所得者の障害者サービスは無料になっております。 

 しかし、ここで、きょうの配付資料を見ていただきたいんですが、先日、財政制度審議会財政制度分科会という

のがついこの間、四月二十三日に行われました。その中で、後期高齢者医療制度、七十五歳以上は障害があろうが

なかろうが窓口負担を一割から二割に引き上げる。そして、介護保険、六十五歳以上は介護保険優先原則ですよ

ね。このことについても、配付資料の十三ページ、障害者も含めて介護保険サービスの利用者負担を原則二割と

する。 

 さらに、その前のページに戻りますが、自己負担を障害者も二割にするだけじゃなくて、障害者も利用する六

十五歳以上の介護保険に関して、生活援助サービス、デイサービスやホームヘルプについても地域支援事業にし

て、介護保険から外して、書いてあるじゃないですか、これは。限度額を低くしたり、利用者負担を上げたり、こ

れによって今、要支援一、二は生活援助サービスが地域支援事業になっています、私たち大反対しましたが。 

 その結果、どういうことが起こっているのか。これを読むと、例えば四月十三日の信濃毎日新聞、ちょっと配付

はしておりませんけれども、ここによると、要介護が比較的軽い要支援一、二の訪問、通所サービスは介護保険か

ら切り離され市町村の事業に移行した。報酬が減ったことで介護事業者の撤退が相次ぎ、十分なサービスが受け

られない事態が各地で生じている。 

 既に、要支援一、二で、地域支援事業にしたから必要なサービスが受けられないという事態が起こっている。こ

れを今後、前回も議論しましたが、来年、介護保険法改正案、後期高齢者医療制度の法案を改正して、こういう自

己負担をアップしたり、サービスをカットすることを今財政審は議論し、恐らく、参議院選挙が終わったら、部



会、検討会を開いて、厚生労働省は議論するんだと思いますよ。 

 それで、例えば佐賀新聞の去年の六月十日の新聞によると、地域支援事業に要支援一、二の生活援助サービス

がなったことで、結局、大手事業者が軽度者向けの訪問介護から手を引いた。総合事業への移行に伴い訪問看護

を利用できる時間が少なくなり、不満を漏らす高齢者もいるという。加えて、なじみのヘルパーとの人間関係が

切れることは生活の質に影響する場合がある等々。 

 繰り返し言いますけれども、六十五歳以上は、介護保険優先原則、私たちはよくないと言っていますけれども、

そういうことを強いているわけですよね。 

 ということは、今、財政制度審議会で議論されていることは、高齢になれば障害者も七十五歳以上は窓口二割

負担、介護保険も原則二割負担、要支援一、二だけでなく要介護一、二の障害者のサービスも自己負担をアップし

て、サービスをカットする、こういうことを今検討を始めているわけなんですね。 

 そこで、根本大臣にお伺いしたいんですが、今言った三点セット、後期高齢者医療制度の二割への自己負担ア

ップ、介護保険の自己負担一割から二割へのアップ、そして、要介護一、二の生活援助サービスを地域支援事業に

移してサービスをカットする。四月二十三日に財政制度審議会から提案されている改革の方向性、ここに配付資

料がありますけれども、障害者も含めてこういう自己負担アップ、サービスカット、来年、法改正してやる可能性

はあるんですか、ないんですか。 

 きょう、障害者雇用の審議ですけれども、障害者雇用とセットで、肝心の、こんな自己負担が一割も二割もアッ

プして、サービスがカットされたら、これはたまったものじゃないですよ。根本大臣、いかがですか。そういう可

能性があるんですか。 

○根本国務大臣 介護保険制度は三年ごとに制度の見直しを実施しています。二〇二一年度からの第八期計画期

間に向けて、本年二月より、関係審議会、要は社会保険審議会介護保険部会において制度見直しの議論を開始し

ました。 

 介護保険の利用者負担については、世代内、世代間の負担の公平性や負担能力に応じた負担のあり方、利用者

への影響などについて慎重な検討が必要だと思っております。 

 介護の軽度者に対する生活援助サービス等に関する給付のあり方については、平成二十六年の法改正により実

施された要支援者の訪問介護サービスの事業への移行状況なども踏まえつつ、骨太の方針二〇一八や新経済・財

政再生計画改革工程表二〇一八に沿って検討していきたいと思います。 

 さらに、後期高齢者の窓口負担のあり方については、世代間の公平性や制度の持続可能性確保の観点から検討

すべき課題であるとともに、高齢者の負担に関する重要なテーマであり、骨太の方針二〇一八や新経済・財政再

生計画改革工程表二〇一八に沿って丁寧に検討していきたいと思います。 

 制度の持続可能性を確保するには、不断の見直しが必要であります。他方で、高齢者の方々の生活実態などを

考慮し、必要なサービスが提供されるよう、引き続き関係審議会等において丁寧に検討していきたいと考えてい

ます。 

○山井委員 来年の法改正を否定もされませんでしたし、それどころか、不断の見直しで検討していくというこ

とですから、障害者も含めた後期高齢者医療制度や介護保険の二割負担アップの法改正、来年あり得るし、生活

援助サービスのカットも法改正があり得るというふうに理解をしました。 

 これは参議院選挙でも大きな争点になるのではないかと私は思います。選挙が終わったらこういうことの議論

を始めるというのはやめていただきたい。そういうことをするのであれば、ちゃんと選挙前にそういうことをや

りますよというのを国民に言うのが当然であろうと思います。 

 続いては、根本大臣にお伺いしますが、私たちは消費税増税反対です。社会保障にも十分回らないし、さまざま

な無駄遣いも今回しているわけですし、何よりも、今の景気状況というのは、実質賃金もマイナスで、そんな消費

税を上げられる状況ではありません。にもかかわらず、今のところ、政府・与党は消費税増税を強行すると言って

います。 

 国民からすれば、消費税を増税する、十月から。その暁には、来年四月から、介護保険を自己負担二割にアッ

プ、後期高齢者医療制度の自己負担も二割にアップ、おまけに障害者や高齢者のサービスもカットする、こうい



うことを提案することを否定されない。ということは、消費増税して社会保障カット、自己負担アップなんて国

民は絶対納得できません。根本大臣、それはおかしいと思いませんか。 

    〔橋本委員長代理退席、委員長着席〕 

○根本国務大臣 いや、何をおかしいと思いませんかとお聞きしているんですか、私に。 

○山井委員 消費税増税をする一方で、後期高齢者医療制度の自己負担を一割から二割に引き上げるという検討

を始めている。そして、後期高齢者医療制度だけじゃなく、介護保険も一割から二割に自己負担アップするとい

うことをもう提案している。生活援助サービス、要支援一、二のみならず、要介護一、二も提案している。こうい

うのをおかしいと思いませんかと言っているわけです。 

○根本国務大臣 委員は委員の前提で、私から聞いていると、決めつけの中でどうだという質問をされています

から。 

 私が先ほど答弁したのは、制度の持続可能性を確保するには不断の見直しが必要。他方で、高齢者の方々の生

活実態を考慮し、必要なサービスが提供されるよう、引き続き関係審議会等において丁寧に検討していきたいと

申し上げました。 

○山井委員 消費税アップ、そして自己負担アップ、介護福祉サービスカットというのは、国民からは理解は当

然されないと私は思いますし、だから私、言ったじゃないですか、可能性がないんだったら否定してくださいよ

と。でも、否定しなかったじゃないですか。 

 言っておきますけれども、残念ながら、この財政審の提案は今までから多くが実現していますので、私たちの

大反対にもかかわらず。最初はおっしゃるんですよね、財政審が言っているだけだといって。でも、言っているだ

けが、気がつけば翌年法改正が出てきて、介護保険法の改正も残念ながら強行採決されました。いつものパター

ンですね、これは。 

 それで、それに関係して、障害者については、私たちが必死で頑張って一割負担になったのを、低所得者は原則

無料にしました。与野党で合意して、しました、この障害者に関しては。 

 ところが、残念ながら、二〇一五年の十二月十四日の障害者総合支援法施行三年後の見直しについて、社会保

障審議会障害者部会報告書の三十二ページによると、今、根本大臣おっしゃったように、障害福祉サービス等の

利用者負担について、こう書いてあるんですね。 

 障害福祉サービス等の利用者負担については、障害者総合支援法の趣旨やこれまでの利用者負担の見直しの経

緯、障害者等の家計の負担能力、他制度の利用者負担とのバランス等を踏まえ、制度の持続可能性を確保する観

点や、障害福祉制度に対する国民の理解を得られるかどうかという点、利用抑制や家計への影響といった懸念に

も留意しつつ、引き続き検討する。 

 つまり、他制度の利用者負担とのバランス等を踏まえ検討するということは、他制度の自己負担がアップした

ら、障害者のサービス、低所得者無料というのを引き上げる可能性があるということをこれは事実上言っている

んですよ。 

 介護保険、後期高齢者医療制度が二割負担になると、本当にここに、このとおり読めば、障害者サービスの低所

得者無料というのも再び引上げの議論が出てくる不安を持っております。私はそんなことはしていただきたくな

いと思うんですけれども、こういう不安が、私だけじゃなくて、今広がっているんです。 

 ついては、根本大臣、もしそういう可能性がないんであれば、低所得者の障害福祉サービス……委員長、田村大

臣、何か、やじばかり飛ばしておられますよ。 

 私、これは与野党関係ないと思うんですよ。やはり障害者の困っている人を大丈夫かと。それは保護者の方々

とかすごい不安がっておられますよ、この低所得者無料というのがもしかしたらまた再び復活するんじゃないか。

その保護者の方々の不安を払拭する意味でも、根本大臣、ここで明確に否定してほしいんですよ。 

 ほかの自己負担の上げの議論がされているけれども、障害者の低所得者、福祉サービス無料というのは堅持す

ると、一言、それで結構です。それを引き上げる検討なんて、そんなのしません、無料は堅持しますと、ここで私

たちを安心させていただけませんか。（発言する者あり）田村さんもならないとおっしゃっていますので、安心し

て大臣も答弁してください。 



○根本国務大臣 田村元厚労大臣がならないと言っていますね。 

 委員のおっしゃられた報告書は、平成二十八年度法改正前の平成二十七年の報告書であります。そして、その

報告書がありましたけれども、平成二十八年の法改正ではそのような改正はしておりません。 

○山井委員 そんなことはわかっていますよ。今後のことを質問しているんです。今後も、低所得の障害者の障

害者福祉サービスの自己負担、今無料なのを引き上げることは検討しませんねと言っているんですよ。 

○根本国務大臣 次の制度改正の議論はまだしておりませんので、今、その話は今検討はしておりません。 

○山井委員 今じゃないんです、今後も検討しないですねということを聞いているんですよ。 

○根本国務大臣 検討の議論はしておりません。 

○山井委員 答えてください。今のことを聞いていません。今後のことを言っているんです。今後も検討しない

んですか。今はしていないのはわかるけれども、今後、検討する可能性があるんですか。お答えください。 

○根本国務大臣 検討しておりません。 

○山井委員 何回聞いても答弁拒否されるということは、将来のことは担保できないということで、検討する可

能性があると残念ながら理解をします。 

 これはとんでもない話です。そういう障害者雇用の法案を議論しながらも、片や将来の障害福祉サービスの自

己負担アップの検討を否定しない。根本大臣、残念ながら、私、今の答弁はかなり大きいと思いますよ。全国の

方々がびっくりされると思いますよ、ああ、やっぱりかと。非常に残念ですが、私たちは当然それは阻止しますか

ら、また議論したいと思います。 

 それで、障害者雇用に戻る前に、もう一つ、年金のことについて質問させていただきます。 

 先日、会計検査院からＧＰＩＦについての報告書が出ました。それで、非常に気になるんですね。これも与野党

関係なく、年金が今後大丈夫かというのは大きな問題だと思うんですが、何が気になるかといいますと、配付資

料の八ページ、まず見てください。きのうの読売新聞「年金運用 短期資産増加」、そして東京新聞「年金運用「丁

寧に説明を」」と。 

 それで、これは何が問題かというと、赤線を引きましたように、最大損失額、これは、リーマン・ショック並み

の経済不況が来たときには、安倍政権以前は、そういうショックが来ても、リーマン・ショック級の不況になって

も九兆円しか損失しなかったのが、株式の運用比率を倍増にふやされて、三十兆円も、この間、株への投資をふや

されたんですね、年金から。それによって二十三兆円に損失リスクが高まっているということなんです。私はこ

れは非常に大きな問題だと思います。 

 それで、根本大臣、これは不思議なんです、この報告書を見ると。つまり、九ページを見ると、赤線を引いてお

きましたけれども、二十四年度は、九兆円の、いざそういう大不況になったら九兆円の年金損失、それが二十八年

度、二十三兆円に膨らんでいる。これは深刻ですよね、九兆円が二十三兆円に膨らんでいる。それで、ところがな

んですよ。次のページ、十ページを見てください。 

 ところが、十ページ目を見てみると、何と、このバリュー・アット・リスク、つまり損失リスクは、赤線を引い

たように、九兆円から二十三兆円に膨れ上がったと思ったら、なぜか最新の一年間は、見てください、十四兆円、

十三兆円、十三兆円、十二兆円と、下がっているんですよ、半分に。損失リスクがどんと下がったんですよ、この

一年で。 

 それで、おかしいなと思ったら、案の定、上の赤線を引いたように、去年からは損失リスクの計算方法を勝手に

変えましたと言っているんですよ。何かどこかで聞いたような話で、結局、賃金伸び率も去年からは方法を変え

たらマイナスの実質賃金がプラスになりましたよというようなもので、これも、九五％の信頼水準だったものを、

なぜか八四％に信頼水準を下げて、精度の低い試算に変えて、精度は低いけれども十四兆円、十二兆円ですと。 

 これは、どんどんリスクが上がっているということがばれると国民が不安になるから、これはわざと計算方法

を変えたんじゃないんですか。 

 それで、今、橋本さんはいいことをおっしゃいました。ここの十ページ目の右上、だから右上の九五％水準のや

つが公開されているじゃないかと。確かにそうなんですよ。これは九五％信頼水準です。これを見ると、確かに二

十五兆円、二十八兆円と上がっているんです。 



 しかし、根本大臣、この右上の方は、ＧＰＩＦ業務報告書で公表されているんですか。この左の十一兆円、十二

兆円という低いリスクと、右上の、図表三の二十三の二十五兆円、二十八兆円という高い、九〇％信頼水準、これ

は両方ともＧＰＩＦの報告書で国民に公開されているんですか。教えてください。 

○根本国務大臣 これは会計検査院の報告書に書かれているものであります。 

○山井委員 何を威張っているんですか。 

 だから、国民に公開されているＧＰＩＦの報告書には、この十二兆円ぐらいの低いリスクの数字と、二十七兆

円ぐらいの高い損失リスク、両方国民には公開されているんですかと聞いているんですよ。 

○根本国務大臣 ＧＰＩＦではそれは公開されていませんが、今の数字は、私、申し上げましたけれども、会計検

査院の報告書の中で示されているということであります。 

○山井委員 根本大臣、なぜ、損失リスク、算出方法を変えて低くした方だけ国民に発表して、同じ九五％の信頼

水準でどんどん損失リスクが上がっていますよという方は何で国民に隠しているんですか、これは。理由を教え

てください。 

○根本国務大臣 お尋ねの件については、ＧＰＩＦにおいて、専門的、技術的な観点から検討された結果と承知

をしております。 

 ちょっと待ってください、ちょっと。 

 ＧＰＩＦによるさまざまなリスクシナリオを用いたシミュレーションの結果によれば、これはＧＰＩＦの判断

ですけれども、信頼水準九五％を前提としたＶａＲ、バリュー・アット・リスクの数値が発生するケースはほとん

どなく、リスク管理の情報開示の方法として、信頼水準九五％のバリュー・アット・リスクを用いることが適切な

のかという懸念が生じたことから、信頼水準八四％のバリュー・アット・リスクをＧＰＩＦ業務概況書で公表し

たと承知をしております。 

○山井委員 根本大臣、そんな子供だましみたいな答弁をしないでください。 

 今までは、九ページにありますように、信頼水準九五％だったんですよ、ずっと。あるじゃないですか、九ペー

ジに。信頼水準八四％より九五％の方がいいに決まっているじゃないですか、そんなもの。それを今になって急

に、九五％も信頼水準なくていいんです、八四％で十分なんですって、本当に何を言っているんですか、そんなも

の。そういうのを御都合主義というんですよ。 

 つまり、リスクが拡大していることを国民に隠したかったんじゃないんですか。そんなもの、今まで信頼水準

九五％だったら、これからも九五％の数字を発表すべきに決まっているじゃないですか。 

 根本大臣、じゃ、言いますよ。 

 この十ページの左のを機械的に計算しましたよ。信頼水準八四％で平均十二・五兆円のバリュー・アット・リス

ク、損失リスクと、右上の、信頼水準九五％のままの機械的平均二十七・四兆円、平成二十九年度の推移ですね。

十二・五と二十七・四、繰り返して言いますよ。二、三兆、ちょっとずれているんでしたら言いませんよ。片一方

は大幅にリスクが減っているじゃないですか、半減で。片一方はふえているんですよ。真逆ですよ、真逆ですよ。 

 まだ両方あるんだったら国民はどっちが正しいのか判断できますよ、両方開示されていたら。それを、悪い方

は開示せずで。こんな私は問題はないんじゃないかと。 

 ところで、根本大臣の見解をお聞きします、ＧＰＩＦの監督の責任者である。根本大臣としては、リスクは、こ

の十二・五兆円の平均の方か、二十七・四兆円の方か、どちらがよりリスクとしては、今までの、それまでの九兆

円から二十三兆円にふえたというものと比較する上では、どっちが比較するには適切だと思われますか。 

○根本国務大臣 この数値は、これは会計検査院が計算して公表したものでありますが、これについては計算の

前提条件、観測期間、あるいは信頼水準などが異なるのでお答えすることは困難であります。いずれにしても、私

が私の判断でこれはコメントするようなことではないと思います。これはＧＰＩＦが専門的、技術的な観点から

検討された結果なんですから、これは私は基本的にはこれはＧＰＩＦの判断で、ＧＰＩＦがきちんとリスク管理

の状況を国民の皆様にわかりやすく説明する必要がある、こう思っております。それがＧＰＩＦの責任だと思い

ます。 

○山井委員 これは語るに落ちますよ。何が国民にきちんと説明して公開してと。そんなもの、きちんと公開ど



ころか悪い数値隠してるじゃないですか。信頼水準が異なるものは比較できませんて、異なるんじゃないんです

よ。二十七・四兆円の方が高いんですよ。こっちの方を信頼できるに決まっているじゃないですか。 

 これは会計検査院が計算したとおっしゃいましたが違いますよ。これはもともとＧＰＩＦがこの右上の九五％

信頼水準の数値も計算して持っていたけれども、わざわざ公表しなかったんですよ、隠していたんですよ。だか

ら、今回会計検査院が、それはおかしいんじゃないんですか、今までと同じような九五％の信頼水準の数値も当

然公表しないと国民をだますことになるんじゃないんですかと。私は、会計検査院のおっしゃるとおりだと思い

ますよ。 

 だから、この問題、委員長、これは大西さんがおっしゃったように、これは国の金の運用じゃないんですよ。私

たちが大反対したのに強引に安倍政権が株価をつり上げるという意図があったのかもしれませんが、強引にポー

トフォリオを変えて、この間、三十兆円も株に投資したんですよ。 

 その結果リスクが大きくなったということを正直に言うのならまだしも、リスクが大きくなってきたら算出方

法を変えて、リスクが小さくなったという、国民をだますような数値を発表して、本当はリスクが大きくなって

いる二十七・四兆円の方は、会計検査院に指摘されるまでは公表しなかった。だから会計検査院は今回公表して

いるんですよ。 

 もちろん連休明けでいいですけれども、ぜひこの年金問題についての集中審議をやっていただきたいと思いま

す。委員長、お願いします。 

○冨岡委員長 理事会で諮りたいと思います。 

○山井委員 あと一問だけ、ちょっとこれをやらせてもらえますか。 

 続いては、もう一つ、会計検査院が報告しているんです。なぜならば、ここに書いてありますように、十ページ

の右。このバリュー・アット・リスクだけじゃないんです。ストレステストというものがあるんですね。ストレス

テストとは何かといいますと、九ページの左、ストレステスト、注三十五、九ページ。市場の状況が悪化したなど

の際に運用資産にどの程度の損失が生じる可能性があるかなどについてシミュレーションを行うリスク管理手法。

これは中長期的なものなんですね。 

 このストレステストもやっているんです。九ページの上、赤線を引きました。「中長期のリスク管理に資する過

去の事象及び仮想シナリオに基づくストレステストを実施したりしている。」やっているんです。それで、かつ、

この数値もＧＰＩＦは持っています。持っているのに、公表はしていません。 

 だから、今回、会計検査院は勧告しているんですね。どういうふうに勧告しているのか。十ページの右下。過去

の事象等によるストレステストや株価の変化に伴う損益シミュレーションの結果を踏まえるなどして国民に丁寧

に説明することが必要である。その上、ストレステストの結果等中長期のリスクについて業務概況書に継続して

記載することが重要であると。 

 ついては、昨年度のＧＰＩＦ業務概況書は七月五日に発表されることになっておると思いますが、その七月五

日の昨年度の業務概況報告書の中では、このストレステストの数値も、会計検査院からの指摘を受けて記載をす

るということでよろしいですか。 

○根本国務大臣 二〇一八年度の業務概況書については、公表日までにＧＰＩＦにおいて適切に作成されるもの

と承知をしております。ＧＰＩＦ平成三十一年度計画において、七月五日に公表することとされております。 

 今般の会計検査院の指摘を踏まえた対応については、業務の透明性を確保し、年金積立金の運用に対する国民

の信頼を高める観点から、今後、ＧＰＩＦにおいて、ストレステストの結果を含めて、業務概況書の記載の充実が

検討されるものと考えております。 

○山井委員 この十一ページに今回の提言書が出ていますよね、概要。一番下にあります、「ストレステストの結

果等中長期のリスクについて継続して記載すること」ということを、会計検査院から今回正式に言われています。 

 ということは、今度、七月五日に出る昨年度の業務報告書では、このリスクの数字が公表されるということで

いいですね。確認します。 

○根本国務大臣 今後、ＧＰＩＦにおいて、会計検査院の指摘を踏まえた対応については、ストレステストの結

果を含めて、業務概況書の記載の充実が検討されるものと考えております。 



○山井委員 今も大西さんがおっしゃられたように、監督官庁は厚生労働省で、責任者は厚生労働大臣なんです

よ。これは私たちの虎の子の年金保険料を株に運用しているんですから。それで株価は、まあ、それはつり上がっ

たかもしれませんよ。でも、その結果、リスクが高まっているんですよ。 

 だから、百歩譲って、会計検査院はこれを下げろとは言っていないけれども、そこまでやって、リスクが高まっ

ちゃっていますよと。その高まったことは、国民の保険料なんだから、国民に、リスクが高まっていますよ、経済

不況が起きたら年金がどんと損失する可能性がありますよと言わないとだめですよと言っているわけで、至極真

っ当だと思っております。 

 続いては、根本大臣、これだけ会計検査院も心配してこの報告書をつくったんですよ。やはり、株式にこの間三

十兆円も年金の積立金を投資して、こういう損失リスクを拡大させたということは、問題だったんじゃないんで

すか。やはり安全、安心運用にすべき、あるいはすべきだったんじゃないですか。いかがですか。 

○根本国務大臣 ＧＰＩＦについては、国民の老後を支える極めて重要な年金が将来にわたってきちんと確保さ

れるように、長期的な観点から、安全かつ効率的な運用に努めていきたいと思っております。 

○山井委員 これ以上やりませんけれども、とにかく、安全、安心が壊れていてリスクが拡大しているのに、その

リスクを隠して、国民にリスクを隠したまま株式運用をふやしていっているから、会計検査院が警告しているん

です。 

 それで、ちょっと話は戻りますが、これも通告しております食事提供体制加算。これは一昨年末、与野党超え

て、力を合わせて廃止を阻止しました。 

 ところが、この食事提供体制加算について最近アンケートが行われまして、私の地元の障害者の保護者の方々

が、山井さん、大変だ、食事提供加算についてのアンケートが来た、これに答えていいんでしょうか、これに答え

たら、せっかく一昨年末に、与野党超えた議員の方々が力を入れて食事加算の廃止を阻止してくれたけれども、

このアンケートに答えたら、今後、一、二年後に、また廃止をするときのデータになるんじゃないの、そんなんだ

ったら私たち怖くて答えられない、答えちゃったけれども、これはどうしたらいいですか、まさかこのアンケー

トは、将来、食事加算を廃止するための検討の資料になるんじゃないんでしょうねと。厚生労働大臣に、山井さ

ん、確認してくださいと私言われたんです。 

 それで、根本大臣に確認します。 

 このアンケート調査によって、今後、まさか食事加算を廃止あるいは減額する議論をするんじゃないんでしょ

うね。明確にお答えください。 

○根本国務大臣 障害福祉サービス等の報酬のあり方については、障害者のニーズや事業者の実態等をしっかり

把握した上で検討することが必要だと考えております。 

 御指摘の調査は、平成三十年度報酬改定の議論において課題とされた食事提供体制加算のあり方について、今

後検討を行うに当たり参考となる基礎資料を作成するために実施しているものであります。 

○山井委員 ということは、今後廃止や減額を検討するための参考資料にするということですか。それはとんで

もないですよ。もし、そんなことを正直に言ったら、誰もこんなアンケートなんかに答えませんよ。今でも保護者

の方々は、もう不安で不安で仕方ないとおっしゃっているわけです。きょうの法案のこの障害者雇用にしてもそ

うですけれども、障害者福祉をよくしようという議論をしているときに片やこんな食事加算をなくすなんて、と

んでもありません。 

 根本大臣、だから約束してください。今後このアンケートをもとに食事提供加算を減額とか廃止する議論はし

ませんと。さっきと同じパターンで申しわけないけれども、しませんと言えないんだったらされるんだろうなと

いうふうに私たちは理解せざるを得ません。 

○根本国務大臣 この問題は、平成三十年度障害福祉サービス等報酬改定の中で、食事提供体制加算については、

食事の提供に関する実態等の調査研究を十分に行った上で引き続きそのあり方を検討する、こういう方針が示さ

れて、これで課題とされましたから、今後検討を行うに当たって参考となる基礎資料を作成するために実施して

いるものであります。 

 食事提供体制加算のあり方については、今後、二〇二一年度の報酬改定に向けて、関係者の方々に御意見を伺



いながら、丁寧に議論を進めていきたいと思います。 

○山井委員 ということは、また廃止、減額の悪夢のようなあの議論をせねばならないんですね。多くの保護者

が本当に泣いて不安になって、私もこの場で、一昨年の末ですかね、三回ぐらいどなりながら質問しましたよ。も

ういいかげんにしてくださいよ。これは、保護者の方々とか現場は本当に悩み苦しんでいるんです。 

 それで、時間も余りないので、一つ、ちょっと根本大臣にお聞きしたいんです。通告もしておりますけれども。 

 根本大臣の、例えばきょうの大臣の日程表というのはいつまで保存されるんですか。教えてください。 

○根本国務大臣 私の日程表については、即日廃棄する取扱いとしています。 

○山井委員 えっ、ちょっと待ってくださいよ。そうしたら、きょう厚労委員会でこういう答弁をしていたとか、

きょうの厚労委員会でやられたというのは、それをあした朝一番にきのうどんな日程でしたかと聞いても、もう

廃棄して教えられませんということですか。その理由を教えてください。 

 一般企業でも各地方自治体でも、首長や部長の日程を即日破棄というのは、一般企業でも地方自治体でもない

んじゃないかと思いますよ。 

 これは、理由は何なんですか。何かやましいことをされているんですか。 

○根本国務大臣 これは、公文書管理法に基づく対応をしており、特段問題はないと考えております。引き続き、

適正な公文書管理を行ってまいりたいと思います。 

○山井委員 加計学園とか森友学園とか政治の私物化問題があったから、それをやめるんじゃなくて今後はもう

追及されないように。いや、これは聞き捨てなりませんね。 

 即日廃棄というのはいつからですか。私も、二〇〇九年、一〇年、長妻大臣のもと、政務官をやっていましたけ

れども、その当時も即日廃棄していましたか。そんな記憶、いや、私も当時そんなこと考えたことはなかったけれ

ども、いつからですか、即日廃棄は。 

○根本国務大臣 公文書管理法第十条第一項に基づき厚生労働省行政文書管理規則が定められており、その中で、

日程表については、文書管理者が保存期間を定める際に、一年未満の保存期間を定めることができると。厚生労

働省行政文書管理規則は、平成二十三年厚生労働省訓第二十号であります。 

○山井委員 ということは、答えてください、平成二十三年度から即日廃棄だったということですか、私もちょ

っと知りませんでしたので。本当ですか。 

○根本国務大臣 厚生労働省行政文書管理規則は、二十三年に制定されています。 

○山井委員 いや、違うんですよ。即日廃棄はいつからですかと聞いているんです。 

○冨岡委員長 質問をわかりますか。 

○根本国務大臣 いつからというのはわかりませんが、この取扱いについては、ある程度の期間から今まで行わ

れてきているのではないかと思います。 

○山井委員 答えてください。いつから即日廃棄なのか、それを答えてください。それで終わります、私の質問。 

○冨岡委員長 いつからそれが決まったか。 

○根本国務大臣 そこまでの通告がありませんでしたので、要は今の段階ではそこまでは確認しておりません。 

○山井委員 それは答えてください。後ろに聞いたらわかるでしょう、そんなことは。ずっと前からじゃないは

ずですよ。答えてください。後ろの人に。それは保存期間は何日ですかと聞いているんだから、通告の範囲内です

よ、そんなものは。 

○根本国務大臣 二十三年に規則が定められておりますので、それ以降は今私が申し上げたような取扱いになっ

ていると思いますが、その意味でいつからか、どの程度前からかということは、要は二十三年にこの訓令が、規則

が制定されておりますので、恐らくそれ以降は同じような取扱いになっているんだろうと思います。 

○山井委員 これは重要なことですから、ぜひ理事会にそのことをきっちり確認して、そうしないと今の答弁が

間違ったことになりますから。正しい、いつから即日廃棄になったかを理事会に報告してください、委員長。 

○冨岡委員長 その件については、今質問の内容をしっかり確認して、後日理事会に報告してください。 

 時間が来ております。 

○山井委員 ありがとうございました。 


